
   防府市多面的機能支払補助金交付要綱 

                        平成２６年４月１日制定 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、多面的機能支払交付金実施要綱（平成２６年４月１日付

け２５農振第２２５４号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」とい

う。）、多面的機能支払交付金実施要領（平成２６年４月１日付け２５農振

第２２５５号。以下「実施要領」という。）に基づき、実施要綱第５に定め

る広域活動組織又は活動組織（以下「活動組織」という。）が実施する事業

（以下「補助事業」という。）における交付金（以下「交付金」という。）

の交付に係る補助金（以下単に「補助金」という。）の交付について、必要

な事項を定めるものとする。 

 （交付の対象及び補助率） 

第２条 補助金の交付の対象となる補助事業、経費の区分及び補助率は、別表

１に定めるとおりとする。 

 （交付申請） 

第３条 前条の規定による補助金の交付の申請をしようとする活動組織は、実

施要綱別紙１の第５の１及び別紙２の第５の１に定める事業計画を市長が別

に定める期日までに市長に提出し、その認定を受けなければならない。 

２ 前項の規定により、事業計画の認定を受けた活動組織が、補助金の交付の

申請をするときは、交付申請書（第１号様式）に必要な書類を添えて市長が

別に定める期日までに市長に提出しなければならない。 

３ 活動組織は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入

れに係る消費税相当額（補助対象経費に含まれるうち、消費税法（昭和 

６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法第２２６号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。

以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して

申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額が明らかでない事業実施主体に係る部分については、

この限りでない。 



 （交付の決定及び通知） 

第４条 市長は、前条の申請書の提出があった場合において、その内容を審査

のうえ、補助金を交付することが適当であると認めるときは、補助金の交付

を決定し、当該活動組織に対し、交付決定通知書（第２号様式）により通知

するものとする。 

２ 市長は、前条の規定により補助金の交付決定をする場合において、必要が

あると認めるときは、条件を付することができる。この場合において当該付

した条件は前項の補助金交付決定通知書により通知するものとする。 

（申請の取下げ）  

第５条 前条第１項の規定による通知を受けた活動組織は、当該通知に係る補

助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通

知を受けた日から起算して１０日以内に申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の

決定はなかったものとみなす。 

 （事情変更による決定の取消し等） 

第６条 市長は、天災地変その他補助金の交付決定後生じた事情の変更により、

補助事業の全部若しくは一部を継続する必要がなくなったとき又は補助事業

を遂行することができなくなったとき（活動組織の責めに帰すべき事情によ

る場合を除く。）は、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、

又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。た

だし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りで

ない。 

２ 市長は、前項の規定による補助金の取消しにより特別に必要となった事務

又は事業に対しては、次に掲げる経費について、補助金を交付することがで

きる。 

 （１） 補助事業に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要

する経費 

 （２） 補助事業を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金

の支払いに要する経費 

３ 前項の規定による補助金の額の同項各号に掲げる経費の額に対する割合そ



の他その交付については、第２条の規定に準ずるものとし、当該補助金の額

の範囲内で市長が別に定める。 

 （事業の変更） 

第７条 第４条の規定により交付決定を受けた活動組織は、事業に要する経費

の配分又は事業の内容（事業計画の内容）について別表２に定める重要な変

更をしようとするときは、実施要綱別紙１の第５の５及び別紙２の第５の５

に基づき、あらかじめ変更後の事業計画を市長に提出し、その認定を受けた

後、変更承認申請書（第３号様式）を市長に提出し、承認を受けなければな

らない。 

２ 市長は、前項の変更承認申請書の提出があった場合において、その内容を

審査のうえ、変更承認することが適当と認めるときは、変更承認通知書（第

４号様式）により通知するものとする。 

 （事業の繰越） 

第８条 活動組織は補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の

遂行が困難となったときは、遅滞なく、繰越承認申請書（第５号様式）を市

長に提出して、その指示を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の繰越承認申請書の提出があった場合において、その内容を

審査のうえ、変更承認することが適当と認めるときは、繰越承認通知書（第

６号様式）により通知するものとする。 

 （実施状況報告） 

第９条 活動組織は、補助事業を完了したとき（補助事業の廃止の承認を受け

た場合を含む。）は、実施要綱別紙１の第５の７及び別紙２の第５の７に基

づき、その完了した日から起算して２０日を経過した日又は当該年度の３月

３１日のいずれか早い期日までに実施状況報告書を市長に提出しなければな

らない。 

２ 前項の規定により、提出すべき関係書類は、実施要領第１の８及び第２の

９の規定によるものとする。 

３ 第３条第３項ただし書の規定による交付の申請をした活動組織は、前項の

実施状況報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費

税相当額が明らかになった場合は、これを補助金額から減額して報告しなけ



ればならない。 

４ 第３条第３項ただし書の規定による交付の申請をした活動組織は、第１項

の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当

該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額

（前項の規定により減額した活動組織については、その金額が減じた額を上

回る部分の金額）を消費税等相当額報告書（第７号様式）により速やかに市

長に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを返還しなければなら

ない。また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになら

ない場合又はない場合であっても、その状況等について、次条により額が確

定した日の翌年５月３１日までに、同様式により、市長に報告しなければな

らない。 

５ 前項の規定にかかわらず、事業者が消費税を納める義務が免除される事業

者である場合は、売上高を確認できる資料の市長への提出をもって前２項の

報告とみなすことができる。 

 （補助金の額の確定）  

第 10 条 市長は、前条第１項の規定による実施状況報告書の提出があった場合

において、その内容の審査及び必要に応じて行う現地調査の結果、補助金を

交付することが適当であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

活動組織に対し、補助金額確定通知書（第８号様式）により通知するものと

する。 

（概算払） 

第 11 条 活動組織は、市長が必要と認めたときは、第４条の規定による通知に

係る金額の範囲内で、概算払により補助金の交付を受けることができる。こ

の場合、活動組織は、概算払請求書（第９号様式）を市長に提出するものと

する。 

（流用の禁止） 

第 12 条 活動組織は、別表１の事業の欄に定める事業の経費は相互に流用して

はならない。 

 （是正のための措置） 

第 13 条 市長は、第９条の実施状況報告書の提出があった場合において、当該



補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合し

ないと認めるときは、活動組織に対し、これに適合させるため必要な措置を

とるべきことを命ずることができる。 

 （決定の取消し） 

第 14 条 市長は、活動組織が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

 （１） 補助金を他の用途に使用したとき。 

 （２） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３） この要綱の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後

においても適用があるものとする。 

３ 第４条の規定は、前項の場合について準用する。 

 （補助金の返還） 

第 15 条 市長は、補助金の交付の決定を取消した場合において、補助事業の当

該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、活動組織

に対し、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、活動組織に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既に

その額を超える補助金が概算払いにより交付されているときは、活動組織に

対し、期限を定めて、その超える額に相当する金額の返還を命ずるものとす

る。 

 （他の補助金等の一時停止） 

第 16 条 市長は、前条の規定による返還を命ぜられた活動組織が当該補助金又

は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、活動組織に対して、同

種の事務又は事業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度に

おいてその交付を一時停止することができる。 

（書類の保管） 

第 17 条 活動組織は、補助金の対象経費である交付申請の基礎となった証拠書

類又は証拠物等を適切に保管し、市長が求める場合には、開示しなければな

らない。 

２ 活動組織は、補助金の交付を受けた日が属する年度の終了の日の翌日から



起算して、５年間経理書類を保管しなければならない。 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年７月１日から施行し、平成３０年度分の補助金から

適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 別表１ 

事   業 経    費 補 助 率 

１ 農地維持支払交
付金 

地域資源の基礎的な保全管理活動
及び地域資源の適切な保全管理の
ための推進活動に係る経費 

別表３のとおり 

２ 資源向上支払交
付金 

（１） 地域資源の質的向上を図る
共同活動に係る経費 

別表４のとおり 

 （２） 施設の長寿命化のための活
動に係る経費 

別表５のとおり 

 （３） 活動組織の広域化・体制強
化に係る経費 

別表６のとおり 

 



別表２ 

事   業 
重 要 な 変 更 

事業内容の変更 

１ 農地維持支払交付金 対象農用地面積の増減 

２ 資源向上支払交付金 対象農用地面積の増減 

 別表３ 

  対象農用地（実施要綱別紙１第３に掲げる対象農用地）の地目別面積×地

目別交付単価 

地目 交付単価／１０ａ当たり 

田 ３，０００円（４，０００円） 
 ただし、事業計画に定める実施

期間中に、対象農用地の地目を変

更する場合、地目の変更があった

時点の当該期間中に限り、変更前

の地目の単価を適用するものと

する。 
 

畑 ２，０００円（２，６００円） 

草地   ２５０円（３３０円） 

 ※事業計画に定める活動期間中又は、実施期間終了年度が平成２９年度であ

って平成３０年度を始期とする新たな事業計画の認定を受ける対象組織にお

いて、新たに小規模集落が保全管理をする区域内の農用地を対象農用地とす

る場合に当該活動期間中に限り交付単価に加算（小規模集落支援）できるも

のとし、加算後の交付単価は括弧内の金額とする。（ただし、加算額上限は、

２０万円／小規模集落及び、４０万円／対象組織とする。） 

 別表４ 

  対象農用地（実施要綱別紙２第３に掲げる対象農用地）の地目別面積×地

目別交付単価 

 ア 基本単価 

地目 交付単価／１０ａ当たり 



田 ２，４００円（１，８００円） 

畑 １，４４０円（１，０８０円） 

草地  ２４０円（１８０円） 

 イ 継続地区の交付単価 

  市長から認定又は市長と締結した協定に協定の対象となる資源として位置

付けて資源向上活動（共同）を５年間以上実施した農用地及び、資源向上活

動（長寿命化）の対象農用地の交付単価はア、ウ、エ及びオの括弧内の金額

とする。 

 ウ 多面的機能の増進に向けた活動を行う場合の加算単価（実施要綱別紙２

第６の２（１）ウａによるもの） 

地目 加算単価／１０ａ当たり 

田 ４００円（３００円） 

畑 ２４０円（１８０円） 

草地  ４０円（３０円） 

 エ 農村協働力の深化に向けた活動を行う場合の加算単価（実施要綱別紙２

第６の２（１）ウｂによるもの） 

地目 加算単価／１０ａ当たり 

田 ４００円（３００円） 

畑 ２４０円（１８０円） 

草地  ４０円（３０円） 

  



オ 水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動を行う場合の

加算単価（実施要綱別紙２第６の２（１）ウｃによるもの） 

地目 加算単価／１０ａ当たり 

田 ４００円（３００円） 

カ 多面的機能の増進を図る活動の取り扱い 

  ア及びイにおいて、多面的機能の増進を図る活動に取り組まない場合は、

当該単価に５／６を乗じて得た額とする。ただし、市長から認定又は市長と

締結した協定に協定の対象となる資源として位置付けて資源向上活動（共同）

を５年間以上実施した農用地及び、資源向上活動（長寿命化）の対象農用地

の交付単価は括弧内の金額とする。 

地目 交付単価／１０ａ当たり 

田 ２，０００円（１，５００円） 

畑 １，２００円（９００円） 

草地  ２００円（１５０円） 

 

 別表５ 

  対象農用地（実施要綱別紙２第３に掲げる対象農用地）の地目別面積×地

目別交付単価（実施要綱別紙５の第３に定める要件を満たさず、かつ直営施

工を実施しない活動組織にあっては、当該単価に５／６を乗じて得た額（括

弧内の金額）とする。） 

地目 交付単価／１０ａ当たり 

田 ４，４００円（３，６６６円） 



畑 ２，０００円（１，６６６円） 

草地   ４００円  （３３３円） 

※実施要綱別紙５の第３に定める要件を満たさない活動組織の場合は、当該金額又は保

全管理する区域内に存在する集落数に 200 万円を乗じて得た額のいずれか小さい額とす

る。 

 別表６ 

  組織の広域化・体制強化に対する支援として、当該期間中に限り交付する。 

区分 １組織当たり交付額 

３集落以上又は 

５０ｈａ以上２００ｈａ未満 
４０，０００円 

２００ｈａ以上１０００ｈａ未満 

又は特定非営利活動法人 
８０，０００円 

１０００ｈａ以上 １６０，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 第１号様式（第 3 条関係） 
 
 
 
 

年度 多面的機能支払補助金交付申請書 
                              
  

（宛先）防府市長 

                   〔活動組織〕 

                     住所 

                     団体名 

                  代表者名                 
 

   年度において、別添のとおり事業を実施したいので、防府市多面的機能支払補助金

等交付要綱第３条の規定により、金        円の交付を申請します。 

 なお、事業の内容等は、別添の事業計画書のとおりです。 
 
 
 

交
付
申
請
額 

項目 計 

１ 農地維持支
払金及び資源向
上支払交付金
（施設の長寿命
化のための活動
を除く） 

２ 資源向上支
払交付金（施設の
長寿命化のため
の活動） 

認定額 
（年度交付額） ①  

   

既交付決定額 ②  
   

今回申請額 ③  
   

認定額（年度交付額）
との差額 ④＝①－②－③ 

   

 
※添付書類として、実施要綱別紙１の第５の４、別紙２の第５の５に基づき

認定された事業計画書を添付すること。 
※交付金の振込口座については、毎年度、第１回の申請時に別紙により提出

することとする。 

 

申請年月日  



 

  

 



第２号様式（第４条関係） 

指令  第    号  

                                     

 

   年 月 日付け 第   号で申請のありました、  年度 多面的機

能支払補助金交付申請は、防府市多面的機能支払補助金交付要綱第４条の規定

に基づき、次の条件を付して、金    円を交付します。 

 

   年（    年） 月 日 

                        防府市長      印 

 

１ 補助金交付の対象となる事業は、   年 月 日付け 第   号で提

出のあった申請書（以下単に「申請書」という。）の補助事業（以下単に「補

助事業」という。）とし、その内容は、当該申請書に記載のとおりとする。 

２ 補助事業に要する補助金の額の区分は、当該申請書に記載のとおりとする。 

３ 活動組織は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 

 ３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

施行令（昭和３０年政令第２５５号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則

（昭和３１年農林省令第１８号）、多面的機能支払交付金交付要綱（昭和２

６年４月１日付け２５農振第２２５３号農林水産事務次官依命通知）、に従

うべきこと。 

４ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収

入及び支出についての証拠書類を、補助事業終了の翌年度から起算して５年

間整備保管しなければならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用

の増加した財産で処分制限期間を経過しない場合においては、財産管理台帳

（第１０号様式）及びその他関係書類を整備保管しなければならないこと。 

５ 活動組織は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

事業完了後おいても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補

助金交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならないこと。 

６ 前号の財産のうち、１件当たりの取得価格５０万円以上のものについて、



減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令１５号。以下

「大蔵省令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定め

ている耐用年数に相当する期間内（ただし、大蔵省令に定めのない財産につ

いては、農林水産大臣が別に定める期間内）においては、防府市長の承認を

受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならないこと。ただし、補助事業を行うに当たって、補

助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融

資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金融機関名、制度融資

名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）交付申請書

に記載してある場合は、防府市長の承認を受けたものとすること。 

７ 活動組織が前号により防府市長の承認を得て財産を処分したことにより収

入のあったときは、当該収入の全部又は一部を防府市長に納付させることが

あること。 

  



第３号様式（第７条関係） 

年度 多面的機能支払補助金変更承認申請書 

                             第    号  

                            年  月  日  

 （宛先）防府市長 

                  〔活動組織〕 

                    住所 

                    団体名 

                    代表者名          

 

   年  月  日付け 第  号で交付決定通知のあった事業の実施につ

いて、別添のとおり計画を変更し〔金○○○○円の追加交付（減額承認）を受

け〕たいので、防府市多面的機能支払補助金等交付要綱第７条の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

記 

 ※ 金額の変更のない場合は〔  〕の部分は除くこと。 

 ※ 記載事項については、第１号様式に準ずること。 

   また、変更内容が容易に比較対照できるよう、変更後の事業計画書を添

付し、変更に係る部分についてのみ変更前を括弧書きで記載すること。 

  



第４号様式（第７条関係） 

指令  第    号  

                                     

 

   年 月 日付け 第   号で変更申請のありました、  年度 多面

的機能支払補助金交付申請は、審査の結果、適正と認められるので、防府市多

面的機能支払補助金交付要綱第７条の規定に基づき、次の条件を付して、承認

します。 

 

   年（    年） 月 日 

                        防府市長      印 

 

  補助事業に要する経費            円 

  補 助 金 の 額            円 

 

１ 補助金交付の対象となる事業は、   年 月 日付け 第   号で提

出のあった変更承認申請書（以下単に「変更承認申請書」という。）の補助

事業（以下単に「補助事業」という。）とし、その内容は、当該変更承認申

請書に記載のとおりとする。 

２ 補助事業に要する補助金の額の区分は、当該変更申請書に記載のとおりと

する。 

３ 活動組織は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 

 ３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

施行令（昭和３０年政令第２５５号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則

（昭和３１年農林省令第１８号）、多面的機能支払交付金交付要綱（昭和２

６年４月１日付け２５農振第２２５３号農林水産事務次官依命通知）に従う

べきこと。 

４ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収

入及び支出についての証拠書類を、補助事業終了の翌年度から起算して５年

間整備保管しなければならない。ただし、補助事業により取得し、又は効用



の増加した財産で処分制限期間を経過しない場合においては、財産管理台帳

（第１０号様式）及びその他関係書類を整備保管しなければならないこと。 

５ 活動組織は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

事業完了後おいても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補

助金交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならないこと。 

６ 前号の財産のうち、１件当たりの取得価格５０万円以上のものについて、

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令１５号。以下

「大蔵省令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定め

ている耐用年数に相当する期間内（ただし、大浦省令に定めのない財産につ

いては、農林水産大臣が別に定める期間内）においては、防府市長の承認を

受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならないこと。ただし、補助事業を行うに当たって、補

助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融

資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金融機関名、制度融資

名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）交付申請書

に記載してある場合は、防府市長の承認を受けたものとすること。 

７ 活動組織が前号により防府市長の承認を得て財産を処分したことにより収

入のあったときは、当該収入の全部又は一部を防府市長に納付させることが

あること。 

  



第５号様式（第８条関係） 

年度 多面的機能支払補助金繰越承認申請書 

                             第   号  

                             年 月 日  

（宛先）防府市長 

                    〔活動組織〕 

                      住所 

                      団体名 

                      代表者名        

    年  月  日付け 第  号で交付決定通知のあった事業について、

防府市多面的機能支払補助金については、  年度内に完了することが困難

になったので、下記により当該事業費の一部を翌年度に繰越の上実施したい

ので申請します。 

記 

１  繰越内容 

 
事業費 年度内支出見込額 繰越額 備考 

１ 農地維持支払交付金
及び資源向上支払交付
金（施設の長寿命化のた

めの活動を除く） 

円 円 円 

 

２ 資源向上支払交付金
（施設の長寿命化のた

めの活動） 

円 円 円 

 

２  繰越理由 

 

３  事業完了予定    年 月 日  

 

 添付資料 

  １ 繰越経緯書 

  ２ その他参考資料  



第６号様式（第８条関係） 

                             第    号  

                       年（    年） 月 日  

〔活動組織〕 

  団体名 

  代表者名       様 

                        防府市長      印 

 

     年度 多面的機能支払補助金の繰越承認について（通知） 

 このことについて、  年 月 日付け  第    号で承認されたので

通知します。 

 なお、事業完了後は、速やかに実施状況報告書を提出してください。 

  



第７号様式（第９条関係） 

       年度 

   多面的機能支払補助金に係る仕入れに関する消費税等相当額報告書 

                             第   号  

                           年  月  日 

 （宛先）防府市長 

                    〔活動組織〕 

                      住所 

                      団体名 

                      代表者名       

    年 月 日付け  第  号をもって交付決定の通知(及び 年 月 

日付け第  号で変更通知）のあった補助金について、防府市多面的機能支払

補助金第９条の規定により下記のとおり報告します。  

記 

１ 補助金の額の確定額 

 （  年 月 日付け  第   号による額の確定通知）金      円 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

                           金      円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

                           金      円 

４ 補助金返還相当額（＝３－２） 

                           金      円 

 

（注） 活動組織の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 

  



第８号様式 

                             第    号  

                       年（    年） 月 日  

〔活動組織〕 

  団体名 

  代表者名       様 

                        防府市長      印 

 

     年度 多面的機能支払補助金の額の確定について（通知） 

 このことについて、  年 月 日付け  第    号で提出のあった実

施状況報告書に基づき、  年度多面的機能支払補助金の額は、下記のとおり

確定したので通知します。 

記 

１ 補助金交付決定額              円 

２ 補 助 金 確 定 額              円 

３ 補助金交付済額               円 

４ 補助金精算残額               円 

  



第９号様式（第１１条関係） 

年度 多面的機能支払補助金概算払請求書 

                             第   号  

                           年  月  日 

 （宛先）防府市長 

                    〔活動組織〕 

                      住所 

                      団体名 

                      代表者名       

   年  月  日付け  第   号で交付決定通知のあった防府市多面

的機能支払補助金について、下記のとおり金       円を概算払により

交付されたく請求します。 

 なお、交付決定に際して付された交付条件については、異存ありません。 

記 

区分 
交付金 

交付決定額 
既受領額 今回請求額 残額 

事業完了 
年月日 

備考 

  
１ 農地維持支払交付金及

び資源向上支払交付金
（施設の長寿命化のため
の活動を除く） 

円 
  
  

円 
  
  

円 
  
  

円 
  
  

 
  
  

 

２ 資源向上支払交付金
（施設の長寿命化のため
の活動） 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

計 
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

（注）交付決定が変更された場合は、備考欄にその全てを記入すること。 



第１０号様式（第２号様式及び第４号様式関係）  

財産管理台帳 

事業名 地区名 事業 
主体 名称 形状 

寸法 数量 単価 取得 
金額 

検収又
は取得
年月日 

処分制限期間 処分の状況 
備考 

耐用年数 処分制限年
月日 

処分の
類別 

処分年
月日 

補助金
返還額 

      

円 円 

       

（注） １ 耐用年数が永年の財産については、耐用年数の欄に「永年」と記載すること。 

    ２ 処分制限年月日の欄には、処分制限の終期を記載すること。 

    ３ 処分の類別の欄には、譲渡・交換・貸付・担保提供等別に記載すること。 

    ４ 備考の欄には、当該補助事業に係る交付率等を記載すること。 

    ５ 備考の欄には、譲渡先・交換先・貸付先及び抵当権等の設定権者の名称又は交付金返還額を記載すること。 

    ６ 数年にわたって施行する施設については、完成した年度で記載するものとし、備考の欄に施工期間を記載する。 

    ７ この書式により難い場合には、処分制限期間の欄及び処分の状況の欄を含んだ他の書式をもって財産管理台帳に替える

ことができる。



 


